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Ⅰ　わが国の女性研究者を取り巻く状況

はじめに，わが国の女性研究者数や研究者全体
に占める女性の割合とそれらの推移を確認する。
続いて，専攻分野別の女性研究者の割合や，性別

特集●専門・管理職の女性労働

女性研究者のキャリア形成と
ワーク・ライフ・バランス

研究職はイノベーション創出のために必要不可欠な存在であるが，わが国では，特に自然
科学分野における女性の活躍推進が重要な課題とされている。本稿では，女性研究者を取
り巻く環境や，キャリア形成とワーク・ライフ・バランスの課題について概況するととも
に，筆者らがこれまでに行った研究結果を紹介する。わが国の女性研究者数および研究者
に占める女性比率は年々増加しているが，依然として低水準である。特に自然科学分野で
は，女性が教育段階から就職後に至るまで，研究職としてのキャリアのパイプラインから
次第に退出する傾向があるため，女性研究者数が増加せず，職位が上がるごとに女性比率
が低下する。この「パイプラインの漏れ」（Blickenstaff 2005）には，「自然科学分野は女
性には向かない」といったジェンダー・バイアスやロールモデルの不足等の様々な要因
が関連しているとされるが，女性研究者にとって深刻な課題であるのがワーク・ライフ・
バランスである。研究者としてのキャリア形成と出産・育児等との両立が困難であるこ
とが国内外の研究で明らかになっており，女性が研究職のキャリアを断念するケースや，
希望する家族形成を実現できない現状がある。そのため，特に自然科学分野では，単にこ
れらの分野に進む女性を増加させるだけでなく，女性研究者のプロフェッショナルとして
の自信の醸成や，キャリアと私生活との両立を含め，キャリア継続・形成に対する一層の
支援が求められる。

篠原さやか
（九州女子大学准教授）

による研究者の所属機関の違いについて述べる。

１　女性研究者数および研究者に占める女性の割

合の推移

わが国における研究者数（実数）は，2019 年 3
月末時点でおよそ 93 万 6000 人であり，そのう
ち，女性研究者数は約 15 万 5000 人であった（総
務省 2019）。研究者全体に占める女性の割合は，
前年度から 0.4％上昇し 16.6％となり，過去最高
だった（総務省 2019）。1992 年からのおよそ 25
年間で，女性研究者の数は 10 万人以上増加し，
研究者に占める女性の割合はおよそ 2 倍になって
いる（図 1）。このように，わが国の女性研究者の
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割合は一貫して緩やかな上昇傾向にあるが，諸外
国と比較すると依然として低い水準にあること
がわかる。例えば，女性研究者の割合は英国で
は約 39％，米国で約 33％（雇用されている科学者

（scientists）の数値であり，技術者（engineers）を
含まない），韓国で約 20％となっている（内閣府 
2019）。

２　専攻分野別にみる女性研究者の割合

図１にはあらゆる分野の研究者が含まれるた
め，女性研究者の割合を専門分野別に確認する。
図 2 に示すように，大学，短期大学，高等専門学
校および大学附置研究所等に本務とする女性研究

者の割合は，社会科学で 25.6％，人文科学で 36.6
％，薬学・看護学等では 5 割を超える。その一
方，理学では 14.6％，工学では 11.1％にとどまっ
ている（内閣府 2019）。このように，特に，工学
や理学の分野において女性研究者の割合が低いこ
とがわかる。

３　研究者の所属機関

わが国では，女性研究者と男性研究者の所属先
が大きく異なる。図 3 に示すように，女性研究者
のおよそ 6 割が大学等に所属しており，3 割強が
企業に所属している。一方，男性研究者の 6 割以
上が企業に所属しており，大学等に所属する割合

図１　わが国の女性研究者数と研究者に占める女性の割合の推移

出所：内閣府（2019），総務省（2019）
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図２　専攻分野別にみる女性研究者の割合

出所：内閣府（2019）

41.5

53.0

27.0

14.6

11.1

22.6

25.6

36.6

27.7

58.5

47.0

73.0

85.4

88.9

77.4

74.4

63.4

72.3

0 20 40 60 80 100

その他

薬学・看護等

医学・歯学

理学

工学

農学

社会科学

人文科学

専門分野計

女性 男性 （%）



6 日本労働研究雑誌

は 3 割弱である（総務省 2019）。男女ともに，こ
の 20 年ほどの間に，大学等に所属する研究者の
割合がわずかながら減少し，企業に所属する割合
が微増しているものの，女性研究者の主な所属先
が大学等であり，男性研究者の主な所属先が企業
であるという傾向には変化がない。

Ⅱ　自然科学分野に女性が少ない要因

欧米では，自然科学分野は Science, Technology, 
Engineering, and Mathematics の 頭 文 字 か ら

「STEM」と表現される。欧米でも STEM 分野に
おける女子学生や研究者の割合が低く，その割
合を増やそうとする取り組みが 30 年以上にわた
り行われてきたほか（Blickenstaff 2005），STEM
分野に関する研究が活発に行われている。自然
科学分野に女性が少ないことの比喩的表現とし
て「Leaky Pipeline（パイプラインの漏れ）」と呼
ばれるものがある。これは，初等教育から高等教
育，そして就職後に至るまでの様々な段階におい
て，男性よりも多くの女性が自然科学分野のパイ
プラインから漏れていく結果，それらの分野に女
性が少ないことを表す（Blickenstaff 2005）。例え
ば，科学に興味を持っていた女子生徒が大学進学
の際には別の分野に進むことや，大学で女性が自
然科学分野の学位を取得しても，異なる分野で就
職することなどが含まれる。また，パイプライン
上にある相互に関連する多くの要因の積み重ねに
よって，現在みられるような自然科学分野におけ
る男女比率の不均衡が生じていると指摘されてい

る（Blickenstaff 2005）。これまでの研究では，自
然科学分野に女性が少ない要因として，主にジェ
ンダー・バイアス，ロールモデルの不足，理数系
科目に対する関心の性差，仕事と私生活の両立の
困難さ等が挙げられてきた。研究者の仕事と私生
活の両立については後述するため，ここではそれ
以外の要因について述べる。

１　ジェンダー・バイアス

自然科学分野では，「女性には向かない」とい
ったジェンダー・バイアス（社会的・文化的な性
差による偏見）が働きやすいとされる。例えば，
1970 年代の欧米や 1980 年代のわが国の理数系
科目の教科書では，挿絵の大多数が男性だった

（Blickenstaff 2005; 毎日新聞科学環境部 2003）。ただ
し，これまでの多くの研究では，生物学的に女性
よりも男性のほうが自然科学分野に向いている
という充分な根拠がないことが指摘されている

（Blickenstaff 2005; ウィリアムス／セシ 2013）。例え
ば，わが国の 15 歳の男女の科学的リテラシーお
よび数学的リテラシーを調査したところ，女子は
男子より点数が若干低いものの，諸外国の男子や
女子よりも点数が高かった（内閣府 2019）。しか
しながら，自然科学分野に進む女性に対する冷や
やかな環境が依然として残るため，女性がパイプ
ラインから漏れていく可能性がある。

２　ロールモデル不足

次に，自然科学分野では女性にとってロールモ
デル（役割モデル）となる存在が少ないことが指

図３　男女別にみる研究者の所属機関

出所：総務省（2019）
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摘されている。Blickenstaff（2005）は，多くの女
子生徒・学生を自然科学分野に惹きつけるために
は，この分野で働く女性の数を増やすだけでは充
分でないと述べている。その理由として，自然科
学分野で活躍している女性研究者の姿が，時間の
制限なく研究に没頭するような「男性的な」働き
方をし，キャリアと家庭生活を必ずしも両立して
いないなど，多くの若年女性が求めるものと異な
る場合があると指摘している。すなわち，将来の
自分の姿を重ねられるような女性研究者の姿が提
示されることが重要であろう。また，女子中学生
に対する調査において，母親の最終学歴が理系の
場合，文系の場合にくらべて，自らも理系タイプ
だと認識しやすいことも報告されており（内閣府 
2019），親からの影響も少なからずあるといえる。

３　理科・算数（数学）への関心の性差

他には，女性が男性よりも自然科学分野に対す
る興味関心が低いという見方がある。男女共同参
画白書令和元年版によると，2015 年に小学 5 年
生と中学 2 年生に対して実施された調査では，小
学生で理科が好き（「とても好き」または「まあ好
き」）だと回答した割合は，男子が 80.2％だった
のに対し，女子では 70.2％であった。算数につい
ては，男子の 74.6％，女子の 62.1％が好きだと回
答した。このように，小学生では男女差はあるも
のの，理科や算数が好きな科目であると回答して
いる女子が 6 割以上であり，比較的関心があると
いえる。一方，中学生では，小学生にくらべて，
理科や数学を好きな科目だと回答する割合が男女
ともに減少するものの，女子生徒が極端に理科や
数学に興味がないわけではない。理科が好きだ
と回答した割合は中学 2 年生の男子は 60.7％，女
子で 42.4％であり，数学に関しては，男子の 61.0
％，女子の 48.5％が好きだと回答した（内閣府 
2019）。

Ⅲ　女性研究者のキャリア形成

ここでは，女性研究者としてのキャリア形成に
ついて概況する。はじめに，自然科学分野を中心
に，大学や大学院における女子学生の割合，大学

における職名別の女性研究者の割合，昇進速度の
性差について述べる。続いて，研究者としての自
信の形成の重要性やインポスター現象について述
べる。

１　学部，大学院における女性の割合

はじめに，大学や大学院における専攻分野別の
女性割合を述べる。令和元年度『学校基本調査』

（文部科学省 2019）によると，図 4 に示すように，
2019 年 5 月 1 日時点で，すべての専攻分野を合
計した場合，学生全体に占める女性の割合は，学
部では 45.4％，修士課程では 31.6％，博士課程で
は 33.7％となり，いずれも過去最高となった。次
に，専門分野別に女子学生の割合を見てみると，
例えば，人文科学では，学部，修士，博士課程で
いずれも半数を超えている。自然科学分野を見
てみると，理学では，学部で 27.9％，修士課程で
23.7％，博士課程では 19.7％となっていた。工学
では，学部で 15.4％，修士課程で 13.6％，博士課
程では 18.3％だった。このように，理学や工学で
は，女性の割合が特に低いことがわかる。工学で
は，博士課程における女性の割合は，修士課程よ
りも数ポイント高くなっているが，理学では，人
文科学や農学と同様に，学部，修士課程，博士課
程と進むにつれて女性の割合が低下している。

参考として，米国の大学の学部や大学院におけ
る自然科学分野の女性の割合を見ておく。アメ
リカ国立科学財団（National Science Foundation）
によると，2015 年に学士号，修士号，博士号を
取得した女性の割合は図 5 のようになっている

（National Science Foundation 2020）。
図 5 からわかるように，特に女性の割合が低い

のが工学（engineering）と物理学（physics）であ
る。工学では，学士号，修士号，博士号取得者全
体のうち，女性はそれぞれ 20.1％，25.0％，23.2
％だった。このように，学部，修士課程，博士課
程のいずれにおいても，図 4 で示したわが国の女
子学生の割合を 5 ～ 10％程度上回っている。ま
た，物理学で女性の占める割合は，学士号取得者
の 18.2%，修士号取得者の 22.5％，博士号取得者
の 19.7% となっていた。

ここまで見てきたように，わが国では，特に工
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学や理学の分野で，女子学生や女性研究者の割合
が低くなっている。このような背景から，女子生
徒・学生の自然科学分野に対する関心を高め，こ
れらの分野における女性の割合を増やす取り組み
が行われてきた。例えば，理工系への関心を高め
ることを目的とした内閣府による「理工チャレン
ジ」や，国立研究開発法人科学技術振興機構が女
子中高生，保護者，教員を対象にイベントや出前
講座等を実施する「女子中高生の理系進路選択支
援プログラム」などがある（内閣府 2019）。その
一方，先に述べたように，自然科学分野では教育
段階や就職後に女性の割合が次第に減少する「パ
イプラインの漏れ」があることを考慮すると，女

子学生や女性研究者が自然科学分野に進んだ後の
キャリア継続および形成も重要な課題であるとい
える。

２　職名別の女性割合

続いて，大学を本務とする者における女性の割
合を職名別に示したものが図 6 である。大学にお
ける「管理的地位」と捉えることができる学長お
よび副学長に占める女性の割合は，それぞれ 11.9
％と 12.3％であった（文部科学省 2019）。また，
職名別に女性の割合を見てみると，職名が上が
るごとに女性の割合が低下する傾向にあることが
わかる。女性教員の割合は助手で 58.4％，助教で

図４　大学および大学院における専攻分野別の女子学生の割合

出所：文部科学省（2019）
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30.8％，講師で 32.9％，准教授で 25.1％，教授で
17.4％であった（文部科学省 2019）。なお，大学教
員においては，職名に関わらず管理的地位にある
場合がある。

ただし，上記の数値は，すべての専門分野を含
むため，自然科学分野に限定した場合の割合はさ
らに低いことが推測できる。2018 年度『学校基
本調査』（文部科学省 2019）によると，国立，公
立，私立大学の「理学部」（学部名称）における
女性教員の割合は，助教で 17.7％，講師で 17.6
％，准教授で 11.1％，教授で 5.3％であった。「工
学部」（同上）では，助教，講師，准教授，教授
における女性の割合はそれぞれ 13.3％，9.4％，
8.2％，3.3％だった。2001 年 5 月時点では，国
立大学の女性教授の割合は，理学で 1.5％，工学
で 0.6％だった（毎日新聞科学環境部 2003）ことか
ら，この 20 年ほどの間に状況はわずかに改善さ
れたものの，職名が上がるごとに女性教員の割合
は低下し，理工系の教授職においてはその割合が
依然として極めて低いことがわかる。なお，国
立大学にくらべて，公立や私立大学では，教授
や准教授に占める女性の割合はやや高い傾向に
あるが，この傾向は現在も変化していない（毎日
新聞科学環境部 2003；文部科学省 2019）。海外にお
いても，STEM 分野の研究職では職名が上がる
ごとに女性の割合が低下することが明らかになっ
ている（ウィリアムス／セシ 2013; Lerchenmueller, 
Sorenson and Jena 2019）。このように，特に自然

科学分野では，もともと女性の数が少ないことに
加えて，研究者としてのキャリアのパイプライン
から漏れていくことによって，高い職名に就く女
性の割合が低いといえる。

３　昇進速度

男性研究者にくらべて，女性研究者の昇進のス
ピードが遅いことが海外の研究で明らかになっ
ている（ウィリアムス／セシ 2013; Lerchenmueller, 
Sorenson and Jena 2019）。わが国でも，男女共同
参画学協会連絡会の調査（2017）において，研究
者の昇進速度における性差が明らかになってい
る。調査回答者の所属機関ごとに，役職の低い方
から高い方に 0 から 10 の範囲で並べた場合の，
各役職の累積数の中間値を「役職指数」と定義
し，その推移を検証したところ，役職指数は男女
ともに年齢に応じて緩やかに上昇するものの，年
齢に応じた昇進のカーブは常に男性が女性を上回
る傾向にあり，国立および私立大学では 35 歳前
後から，公立大学では 45 歳頃から女性の昇進が
遅れており，年齢が進むにつれて性差が大きくな
っていた。

４　研究者としての自信

女性研究者のキャリア構築にとって重要だと考
えられるのが，専門職としての自信（プロフェッ
ショナル・コンフィデンス）の形成である。プロフ
ェッショナル・コンフィデンスとは，「複雑で専

図６　大学（短期大学を除く）本務者における職名別女性割合

出所：文部科学省（2019）
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門的な業務を遂行するために必要な知識やスキル
に関する自信」と定義される（Cech et al. 2011）。
藤本（2018）は，プロフェッショナル・コンフィ
デンスの高い研究者にくらべて，コンフィデンス
の低い研究者は，キャリア上の様々な障壁をうま
く乗り越えることができず，キャリア形成におい
て挫折する可能性が高いと述べている。また，プ
ロフェッショナル・コンフィデンスは，自己効力
感（セルフ・エフィカシー，結果を生み出すために
必要な行動をうまく遂行できるという確信，Bandura 
1977）の一形態と捉えることができ，コンフィデ
ンスが高い専門職ほど，キャリアに対する高い目
標を設定し，それを達成しようとするため，キャ
リアに対するコミットメントが高いと予測できる

（藤本 2018）。しかし，特に，女性比率の低い自然
科学分野においては，「女性には向かない」とい
ったジェンダー・バイアスが働きやすく，女性の
プロフェッショナル・コンフィデンスは男性にく
らべて低い水準になりやすい（藤本 2018）。筆者
らの研究では，プロフェッショナル・コンフィデ
ンスには，大学等に所属する自然科学分野の女性
研究者や，民間企業の女性研究開発技術者のキャ
リア継続意識を高める効果があることが示された

（Fujimoto, Shinohara and Shinjo 2016; 藤 本・ 篠 原 
2016）。

Glass ほか（2013）の米国における研究では，
STEM 分野で働く大卒以上の女性は，特にキャ
リアの初期段階において，その他の専門職（例え
ば，会計士，看護師，弁護士など）の大卒以上の女
性にくらべて，STEM 以外の分野に転職する確
率が非常に高いことが明らかになった。このよう
な差を家庭生活に関連する要因や職務特性の違い
によって説明することができず，女性比率が低い
STEM 分野においては，高度な訓練や経験，職
務満足度などを通してもたらされる専門分野への
コミットメントが充分に醸成されない可能性を指
摘している（Glass et al. 2013）。

また，研究者としての自信の表現の一つが，
研究成果の発信方法といえる。Lerchenmueller, 
Sorenson and Jena（2019）は，女性研究者が同
僚の男性研究者にくらべて昇進速度が遅いことに
加えて，給与，研究助成金，論文の被引用数が少

ないと述べている。そして，このような性差をも
たらすメカニズムの 1 つが，研究者が自らの研究
成果を公に発信する際の性差であると指摘してい
る。2000 年代に刊行された臨床研究や生命科学
の論文の題名と要旨を調査した結果，筆頭著者
および最終著者が女性だった場合，筆頭著者ま
たは最終著者に男性が含まれる場合より，“novel

（これまでになく新しい）”，“excellent（すばらし
い）”といったポジティブな単語が使われること
が平均して 10% 以上少なかったことが分かった

（Lerchenmueller, Sorenson and Jena 2019）。このよ
うな性差は，インパクト・ファクターの大きな学
術誌でさらに顕著となり，結果的には，研究成果
のポジティブな提示はより多くの被引用数をもた
らしていた。すなわち，女性研究者は，男性研究
者よりも，自らの研究成果の重要性を控えめにア
ピールする傾向にあり，キャリア形成に何らかの
影響を与えている可能性がある。

５　インポスター現象

女性研究者の「自信のなさ」は，「インポスタ
ー現象（Imposter Phenomenon）」とも関連する可
能性がある。インポスター現象とは，「専門分野
において，成功している客観的な証拠があるにも
関わらず，本人は自らの業績や達成に対して虚無
感や無価値感をもつ内的経験」を指す概念である

（Clance and Imes 1978; 藤江 2009）。学業や職業に
おいて成功している女性がこのような経験をしや
すく，自分が同僚や上司から過大評価されている
と考える傾向にあり，自分は imposter（詐欺師）
だと感じる（Clance and Imes 1978）。また，その
ような女性は，当該分野における評価が高いのは
運が良かったためで，実際には能力がないことを
周囲に見破られてしまうのではないかと不安を感
じるとされ，藤江（2009）は，このような経験を

「インポスター現象特性」と呼んでいる。
これまでの研究では，インポスター現象の経験

がキャリア形成に与える影響は明らかにされてい
ない。そこで，筆者らの研究では，若手女性研究
者が経験するインポスター現象がキャリア継続や
変更に関する意識，および研究者としての自信に
与える影響について，自然科学分野と人文社会科
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学分野で比較検証した（藤本・篠原 2015）。先に
述べたように，自然科学分野においてはジェンダ
ー・バイアスが働きやすく，それを克服するため
に研究成果を出すプレッシャーがかかるため，人
文社会科学分野の女性研究者よりも，インポスタ
ー現象をより経験しやすいと予測した。その結
果，自然科学分野の女性研究者のインポスター現
象の平均値は，12 項目のうち，「私がこれまで成
功できたのは，たまたま運が良かったからだと思
う」「私がこれまで成功できたのは，ちょうどよ
いタイミングで適切な場所にいたり，人を知って
いたからだと思う」「自分の仕事が人にほめられ
ても，今後その期待に沿えないのではないかと心
配だ」などの 4 項目において，人文社会科学分野
の女性研究者よりも有意に高かった。さらに，イ
ンポスター現象はキャリア変更の意識を高め，研
究者としての自信を減退させることが明らかにな
ったが，その効果には専門分野による差異はみと
められなかった。

Ⅳ　女性研究者の家族形成とキャリア形
成，ワーク・ライフ・バランスの課題

若手研究者は，家族形成とキャリア形成の時期
が重なりやすく，その両立に関する複雑な課題を
抱えやすい。特に，女性研究者は，妊娠・出産，
育児の負担によるキャリアへの影響が大きい。は
じめに，自然科学分野の学会が加盟する男女共同
参画学協会連絡会や人文社会科学系学協会男女共
同参画推進連絡会が実施した調査の結果を用いて
研究者の家族形成の特徴を紹介した後，キャリア
形成との関連やワーク・ライフ・バランスの課題
について述べる。

１　家族形成

（1）有配偶率と配偶者の職
自然科学分野の研究者の年齢層別有配偶率は，

大学・高専等，研究機関，企業のいずれに所属す
る回答者においても，30 歳代前半までは大きな
性差はみられないが，30 歳代後半以降では，女
性の有配偶率がおよそ 70％程度で変化しないの
に対し，男性の有配偶率は緩やかに増加を続け

ることが示された（「第四回 科学技術系専門職の
男女共同参画実態調査」男女共同参画学協会連絡会 
2017）。次に，同調査で，配偶者の職を見てみる
と，所属機関にかかわらず，男性の配偶者として
最も多かったのは「専業主婦」で半数以上であっ
た。その一方，大学等，研究機関に所属する女性
の配偶者の職として最も多かったのは，大学・研
究機関等の研究技術職で半数弱であった。企業に
所属する女性の配偶者の職として最も多かったの
は，企業の研究技術職および研究技術職以外の
職で 7 割以上だった（男女共同参画学協会連絡会 
2017）。この調査の回答者には，20 歳代から 70
歳以上までの研究者が含まれるため，男性研究者
の配偶者が専業主婦である割合が最も多くなって
いると推測できるが，若年層においては，配偶者
も有職者である割合が高い可能性がある。

人文社会科学分野の研究者に対して，第 1 子が
1 歳時の配偶者の職を回答者の年齢層別に集計し
た結果，44 歳以下の男性研究者では，配偶者が
専業主婦であった割合はおよそ 30％で，45 歳か
ら 69 歳の男性にくらべて，その割合は 20％程度
低くなっていた。女性研究者については，配偶者
のおよそ 3 割が研究教育職であり，年齢による大
きな違いはみられなかった（人文社会科学系学協
会男女共同参画推進連絡会 2019）。筆者らが実施し
た自然科学分野の女性研究者へのインタビュー調
査においても，配偶者も研究職であるという傾向
がみられた。

（2）別居経験
研究職は就職先のポストが限られていることに

加え，配偶者の多くが研究職であることから，女
性研究者は仕事上の理由による配偶者との別居を
経験する割合が高い。配偶者のいる男性研究者の
28.3％，女性研究者の 49.7％が別居の経験がある
と回答した（男女共同参画学協会連絡会 2017）。所
属機関別に見てみると，大学等に所属する女性
研究者の 6 割近く，研究機関に所属する女性の半
数近くに別居経験があった。企業に所属する女性
では，その割合は 4 割弱となっていた。一方，男
性は所属機関にかかわらず 3 割程度にとどまって
いた（男女共同参画学協会連絡会 2017）。このよう
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に，特に大学や研究機関に所属する女性研究者
は，配偶者との別居を経験している割合が高いこ
とがわかる。

（3）子どもの有無，人数
子どもの有無や人数について見てみると，子ど

もをもつ自然科学分野の女性研究者は全体の 4 割
程度であるのに対し，男性ではおよそ 6 割に上っ
た。また，子どもをもつ女性は，子どもの人数が

「1 人」である割合が最も多かったが，男性は「2
人」が最も多くなっていた（男女共同参画学協会
連絡会 2017）。大学等の研究者のもつ子どもの人
数は，40 歳代から男女差が次第に大きくなって
いる。また，人文社会系分野においても，女性の
平均子ども数は 0.8，男性は 1.1 であり，40 歳代
から平均子ども数の性差が大きくなる傾向が見ら
れた（人文社会科学系学協会男女共同参画推進連絡
会 2019）。

一方，理想の子ども数は，男女ともに「2 人」
が半数を超えて最も多く，次いで「3 人」が 3 割
程度であり（男女共同参画学協会連絡会 2017），自
然科学分野の研究者が理想の子ども数を実現でき
ていない状況が示された。その理由として，女性
から最も多く挙げられていたのが「育児とキャ
リア形成の両立」で，40％以上（複数回答）であ
り，「職の安定性」が 20％程度（同上）で次いだ。
それに対して，男性から最も多く挙げられたのは

「経済的理由」であり，25％程度（同上）だった。
人文社会科学系の研究者においても，子どものい
ない研究者の割合と，それが理想通りであると回
答した割合には乖離がみられた（人文社会科学系
学協会男女共同参画推進連絡会 2019）。

米国においても，博士号を持つ女性は，男性に
くらべて有配偶率が低く，子どもをもつ場合で
も，その数が少ない傾向にあることが報告されて
いる。例えば，大学に所属する研究者のうち，未
婚者の割合は女性が 28％であるのに対し，男性
は 11％であり，その差は 2 倍以上である。また，
子どもをもつ有配偶女性の割合は 41％であるの
に対し，男性は 69％である（ウィリアムス／セシ 
2013）。他の研究においても，博士号取得後 12 ～
14 年のテニュア（終身在職権）を有する研究者の

うち，70％の男性に同居する子どもがいたのに対
し，女性ではその割合は 50％にとどまっていた。
また，女性研究者の 38％が望んでいた子ども数
より少ない数の子どもをもったと回答したが，男
性ではその割合は 18％だったという報告もある

（Hill, Corbett and St. Rose 2010）。

２　出産・育児とキャリア形成

（1）育児休業の取得状況
育児休業については，2016 年の調査時点で最

年少の子どもが未就学児である自然科学分野の女
性研究者のうち，希望通りに休業できたと回答し
た割合は，大学等に所属する女性では 4 割強にと
どまるのに対して，研究機関に所属する女性では
7 割近く，企業に所属する女性の 8 割強だった。
育児休業の取得期間については，6 カ月以上 12
カ月未満が最も多く 43％だった（男女共同参画学
協会連絡会 2017）。

また，大学等に所属する女性の 30％，研究機
関に所属する女性の 20％が育児休業を取得して
いなかった。一方，企業に所属する女性では，こ
の割合はわずか数％だった。このように，研究機
関や企業に所属する女性にくらべて，大学等に所
属する女性研究者は，近年出産した場合でも，希
望通りに育児休業を取得できなかった割合や，全
く休業しなかった割合が高いことがわかる。これ
は，特に学生を有する大学等の場合は，科目担当
等の都合により，年度や学期の開始に合わせて休
業を終了するためと推測できる。また，「4 月か
ら保育所に入所するために育児休業を希望より短
縮した」という自由記述が多かった（男女共同参
画学協会連絡会 2017）ことから，わが国では，依
然として首都圏を中心に保育所（施設）の待機児
童問題が深刻であり，特に低年齢児では年度途中
での入所が困難な場合も多いことが，女性研究者
の育児休業取得期間にも影響を及ぼしていること
がわかる。

女性研究者が育児休業を取得しなかった理由に
ついては，「休業できる職場環境ではなかった」
が 40％，「休業したくなかった」「休業制度がな
かった」がそれぞれ約 25％であった。特に，任
期の定めのある雇用形態の場合は，「休業制度が
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なかった」という回答が多かった（男女共同参画
学協会連絡会 2017）。任期付きの雇用期間中に出
産する場合，育児休業制度が適用されない場合が
ある。また，「休業したくなかった」という回答
からは，育児による休業や研究の中断が研究者と
してのキャリア形成にマイナスの影響をもたらす
可能性が示唆される。

（2）ポスドク問題・任期付き研究職
若手研究者にとって課題となるのが，キャリ

ア形成と出産・育児を考えるタイミングが重な
りやすいこと（坊農 2017）だろう。博士学位取得
後，研究者としてのキャリアのスタートともいえ
るポストドクター，いわゆる「ポスドク」（博士
研究員）は，その多くが単年または数年間の契約
制である。わが国では，1990 年代から，博士課
程進学者が増加したことに伴い，博士学位取得後
や博士課程満期退学後に大学や研究機関等で任期
付きの研究職に採用されるポストドクターの数も
増加した。しかしながら，大学や研究機関等にお
ける正規のポスト数は充分に増加しなかったこと
から，安定した雇用が得られない若手研究者が多
数存在する「ポスドク問題」があり（小林・渡辺 
2014），その数は 2015 年度で約 1 万 6000 人であ
る（岡本ほか 2018）。

また，近年では，大学の助教や講師職の場合で
も 5 年程度の任期付きであることが多く，任期の
定めのないポストへの転換がないことが公募の時
点で明示されている場合もある。令和元（2019）
年科学技術研究調査によると，2018 年度におい
て，大学等（大学，短期大学，高等専門学校，大学
附置研究所等）に所属する 40 歳未満の研究者の
うち，任期無し雇用形態である割合は国立で 13.2
％，公立で 12.8％，私立で 14.6％であった。自然
科学分野について見てみると，理学では 12.8％，
工学で 13.2％等となっている。すなわち，家族形
成期とも重なりやすい 30 歳代までの研究者のお
よそ 9 割が任期付き雇用であり，研究教育を遂行
すると同時に，次のポストを求めて就職活動をし
ている状態であるといえる。

さらに，女性研究者は配偶者も研究者である割
合が高いことから，夫婦がともにキャリア初期の

任期付き研究者である場合，互いに流動性が高
く，自身と配偶者のキャリア形成，それに伴う転
居や別居，出産の時期など，様々な複雑な課題を
抱える可能性がある。これまでに筆者らが女性研
究者に対して実施してきた聞き取り調査において
も，任期付きの雇用期間において，配偶者との別
居の経験や，妊娠・出産のタイミングを考慮した
という声は多く聞かれた。

（3）研究者の研究再開に対する支援
出産や育児を機に研究活動を中断した研究者

への支援として，2006 年度に創設された日本学
術振興会の特別研究員–RPD（Restart Postdoctoral 
Fellowship）制度がある。これは，非常勤や任期
付きの研究者が出産・育児に際し，育児休業制度
が適用されずに辞職した場合等に，研究活動の円
滑な再開を支援することを目的とし，研究者本
人の性別や年齢にかかわらず，3 年の採用期間，
研究奨励金と研究費が支給される。この RPD 制
度には，毎年およそ 70 名の研究者が採用されて
いる（日本学術振興会ホームページ 2020 参照）。ま
た，お茶の水女子大学のように，非常勤の特別研
究員制度を設け，採用期間中は学内施設の利用を
認め，科学技術研究費の申請も可能にすることに
より，ポストドクターの研究継続や，出産・育児
等による研究中断からの復帰支援をするなど，女
性研究者に対する大学独自の取り組みを行ってい
る場合もある（内閣府 2019）。

３　研究者のワーク・ライフ・バランス

（1）ワーク・ライフ・バランスの現状と職務の
特徴

先に述べたように，女性研究者が理想の子ど
も数をもてない理由として最も多く挙げられて
いたのが，育児とキャリアの両立が困難である
ことだった。さらに，男女共同参画学協会連絡会

（2017）によると，研究職において女性の割合が
低い理由として，「家庭（家事・育児・介護）と仕
事の両立が困難であること」を選択した割合（複
数回答）が最も多く，男性ではおよそ 5 割，女
性では 6 割以上だった。女性では，次いで，「育
児・介護期間後の復帰が困難であること」，「男女
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の社会的分業」等が選択された割合が 4 割を超え
ていた。また，人文社会科学系学協会男女共同参
画推進連絡会の調査（2019）においても，研究職
における女性比率が低い理由として，「家庭と仕
事の両立が困難であること」が男性，女性ともに
最も多く選択されていた（複数回答）。このよう
に，幅広い分野の女性研究者にとって，ワーク・
ライフ・バランスがキャリア継続における重要な
課題であることがわかる。

研究者のワーク・ライフ・バランスを困難にす
る要因について，わが国の女性研究者の大多数
が所属する大学をめぐる近年の状況や，職務の
特徴から探る。一般的に，大学教員の業務は，教
育，研究，大学運営（学内業務）の主に 3 つに分
類することができるが，そのうち，近年では大学
運営の負荷が増大していると指摘されている（富
田・金井・平山 2012）。例えば，学生募集を目的
とした大学説明会や出前講座，オープンキャンパ
ス，学内外での入学者選抜試験，在学生の保護者
との懇談会等，時に遠方での入試・広報業務が生
じる。日常的には教育や大学運営業務が優先され
るため，研究活動が夜間や休日に及びやすく，自
然科学分野においては，動物や設備を用いる実験
に長時間を要することがある。また，大学院生を
指導する場合には，社会人学生への対応として週
末や夜間に授業や共同研究を実施するケースが考
えられる。豪州の研究においても，近年，大学が
一層負荷の高い労働環境になっていると述べられ
ており，大学教員は，職員より労働時間が柔軟
であると捉えられるが，週末や夜間に仕事や研究
をしていることが多いとされる（Winefield, Boyd 
and Winefield 2014）。このような研究者の職務特
性は，育児や介護中の研究者にとっては課題とな
りうる。

（2）ワーク・ファミリー・コンフリクト
上述したような研究者の職務の特徴により，仕

事上と家庭内での役割間で生じる葛藤を表す「ワ
ーク・ファミリー・コンフリクト」（Greenhaus 
and Beutell 1985）を経験することがある。ワー
ク・ファミリー・コンフリクトは，人が複数の社
会的役割を担うことにより，有限な資源である時

間やエネルギーの枯渇につながり，役割間の葛藤
を生じさせるという役割間葛藤の概念に基づく

（Poelmans, Stepanova and Masuda 2008）。また，
ワーク・ファミリー・コンフリクトには，仕事上
で求められる役割によって，家庭での役割を充分
に果たすことができない場合に生じる「仕事から
家庭へ」のコンフリクトと，家事，育児，介護等
の家庭内で求められる役割の大きさによって，仕
事上の役割を充分に果たすことができない場合に
生じる「家庭から仕事へ」のコンフリクトの 2 方
向がある。

大学の教職員を対象とした富田・金井・平山
（2012）の研究では，男性教員にくらべて，女性
教員は，「仕事から家庭へ」のコンフリクトと

「家庭から仕事へ」のコンフリクトのいずれも有
意に高い水準で経験していた。また，筆者らの
研究においては，「仕事が忙しいので，家にいる
ときでも仕事のことを考える」，「仕事のことが気
になるので，家にいるときも落ち着かない」等の

「仕事から家庭へ」のコンフリクトを捉える設問
項目において，大学等に所属する女性研究者の回
答の平均値が，企業に所属する女性技術者にくら
べて有意に高かった（篠原・藤本 2019）。

米国の研究大学に所属する STEM 分野の研究
者を対象とした Fox, Fonseca and Bao（2011）の
研究では，STEM 分野では研究成果の創出に対
する期待値が高く，研究に没頭するのが理想的な
研究者の姿であるという価値観から，研究以外の
領域とのコンフリクトを生じやすいと述べられ
ている。この研究から，研究者が「家庭から仕
事へ」のコンフリクトにくらべて，「仕事から家
庭へ」のコンフリクトをより高い水準で経験し
ていることが明らかになった（Fox, Fonseca and 
Bao 2011）。また，博士号取得後 5 年以内に子ど
もをもった科学分野の研究者のうち，77％の男性
が学位取得から 12 ～ 14 年後までにテニュアを有
していたのに対し，女性では 53％にとどまって
いたと報告されている（Hill, Corbett and St. Rose  
2010）。米国では，キャリア形成と家庭生活の両
立の課題から，男性研究者にくらべて，女性研究
者が要求の高いテニュア・トラック制度の職では
なく，より柔軟なパートタイムや補助的な職に従
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事する傾向にあるため，キャリアの形成段階で女
性の割合が低下していくという指摘もある。（ウ
ィリアムス／セシ 2013）このように，研究者は
研究活動に対する物理的，精神的なコミットメン
トが必要とされるため，私生活との両立が困難で
あることがわかる。

（3）研究者のワーク・ライフ・バランス向上に
むけた支援

文部科学省では，女性研究者を支援・養成する
ために，2006 年度から 2014 年度まで「女性研究
者研究活動支援事業」を実施し，毎年およそ 10
の大学や研究機関等を選定し，重点的に支援し
た。2015 年度からは「ダイバーシティ研究環境
実現イニシアティブ」を開始し，女性研究者の出
産・育児・介護等のライフイベントやワーク・ラ
イフ・バランスに配慮した研究環境の整備，研究
力向上のための取り組み，および女性の上位職へ
の積極的な登用に向けた取り組みを行う大学や研
究機関等を毎年 10 機関程度選定し支援を行って
いる（文部科学省 2019）。また，育児中の教職員
や学生に向け，学内に保育施設を整備する大学も
あり，2016 年に実施された調査では，国立大学
の約 54％，公立大学の約 13％，私立大学の約 10
％が保育所（施設）を設置していた（文部科学省 
2017）。

大学や研究機関等における研究者に対する取り
組みに加えて，社会全体として，ワーク・ライ
フ・バランスが取りやすい仕組みの構築が求めら
れている。わが国では，依然として家事代行サー
ビスやベビーシッターの利用は一般的であるとは
言えない。筆者が実施した女性研究者へのインタ
ビュー調査においても，子どもの急な発病や，夜
間や休日の教育研究業務の際，その多くが同じく
研究職である配偶者が対応できない場合には，自
身や配偶者の親からのサポートを得ているという
声が多く聞かれた。坊農（2018）は，研究者とし
ての自身の経験から，女性活躍のためには，女性
を重要な役職に就かせるだけではなく，その職務
を全うできるような社会環境を提供することが重
要であると述べている。

（4）私生活と研究活動の経験の相乗効果
従来は，仕事と私生活での役割は互いに対立

する関係性にあると捉えられてきた。そのため，
2000 年代以前の研究の多くでは，仕事と私生活
の役割間で生じる葛藤（コンフリクト）をいかに
軽減させるか，という点に関心が寄せられてい
た。しかしながら，2000 年頃から，人が複数の
社会的役割を担うことが生活全体の質にもたら
すポジティブな効果が注目されるようになって
きた。仕事と私生活の良好な関係性を捉える概
念は複数存在するが，その一つが「ワーク・フ
ァミリー・エンリッチメント」（ある役割におけ
る経験が，別の役割における経験の質を高めること，
Greenhaus and Powell 2006）である。これは，先
に述べた「ワーク・ファミリー・コンフリクト」
とは独立した概念であり，人は，コンフリクトと
エンリッチメントを同時に経験する可能性がある

（Poelmans, Stepanova and Masuda 2008）。すなわ
ち，仕事・研究と私生活での役割間で葛藤を抱え
やすい女性研究者が，同時に，二つの領域での経
験の相乗効果を経験している可能性がある。

筆者らの研究では，大学，研究機関，各種学
校，企業に所属する女性研究者は，男性研究者に
くらべて，ワーク・ファミリー・エンリッチメン
トを有意に高い水準で経験していることが示され
た（篠原・藤本 2018）。この性差は，わが国では
依然として女性が多くのケアワークを担っている
現状によると考えられる。しかしながら，育児や
介護等の経験は，男女ともに，研究者としての視
野を広げ，研究活動に新たな視点をもたらすこと
や，教員としての学生指導においてもプラスの効
果をもたらす可能性がある。　

Ⅴ　ま と め

本稿では，自然科学分野を中心とする女性研究
者を取り巻く現状や，女性研究者のキャリア形
成，ワーク・ライフ・バランスの課題について概
況した。わが国の女性研究者数および研究者に占
める女性比率は年々増加傾向にあるものの，依然
として諸外国と比較して低水準であり，特に自然
科学分野における女性活躍が重要な課題である。
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女性研究者数が増加しない背景には，女性が教育
段階から就職後のあらゆる段階において，研究職
としてのキャリアのパイプラインから次第に退出
する傾向があり，結果として，職位が上がるごと
に女性比率が低下する。この「パイプラインから
の漏れ」には，「自然科学分野は女性には向かな
い」といったジェンダー・バイアスやロールモデ
ルの不足等の様々な要因が関連しているとされる
が，女性研究者のキャリア継続・形成において特
に障壁となるのが，ワーク・ライフ・バランスで
ある。研究活動と出産・育児等との両立が困難で
あることによってキャリアを断念するケースや，
研究職を継続する場合にも，希望する子ども数や
育児休業の取得等が実現できない状況が明らかに
なっている。しかしながら，性別に関わらず，私
生活での経験は研究者としての活動にポジティブ
な効果をもつ可能性がある。女性研究者の活躍推
進に向け，単に自然科学分野に進む女子生徒・学
生を増加させるだけでなく，女性研究者のプロフ
ェッショナルとしての自信の醸成や，研究教育活
動と私生活との両立を含め，キャリア継続・形成
に対する一層の支援が求められる。
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